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いわき市脱炭素社会実現プラン【案】に対する 

市民意見募集（パブリックコメント）の実施結果について 

 

 

１ 市民意見募集の概要 

（１） 対象案件 

    いわき市脱炭素社会実現プラン【案】 

 

（２） 意見募集期間 

    令和５年８月 21日（月）～９月４日（月）【15日間】 

 

（３） 公表場所 

   ア 環境企画課（市役所本庁舎６階） 

   イ いわき市役所 １階 市民ホール 

   ウ 各支所情報公開コーナー 

   エ 市ホームページ 

 

（４） 意見の提出方法 

    任意の様式に意見・住所・氏名・電話番号を記入し、次のいずれかの 

方法により提出。 

   ア 郵送または直接持参（〒970-8686 環境企画課） 

   イ ＦＡＸ（２２－１２８６） 

   ウ Ｅメール（kankyokikaku@city.iwaki.lg.jp） 

 

 

２ 市民意見募集の結果等 

（１） 意見提出人数 

    １人（電子メール１名） 

 

（２） 意見提出件数 

    ７件 

 

（３） 意見の内容及び意見に対する市の考え方 

    次のとおり
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№ 市 民 意 見 の 内 容 意見に対する市の考え方 

１ 

「福島県の気候変動と影響の予測」による2100年の最悪のシナリオが公表されてお

り、いわき市および周辺地域の状況を認知していただくことがより危機感を醸成する

のに効果的ではないかと思います。((例)平均気温、コメの影響、ブナの分布、砂浜浸

食など) 

 本プランにおきましては、P.2「地球温暖化の現状」及

び P.4「本市における地球温暖化の現況」の中で、地球

温暖化の影響によって引き起こされる様々な気候変動

の内容（気温の上昇、降水量の増加、砂浜の消失など）

や気候変動による脅威が及ぶ分野（農林水産業、自然生

態系、健康など）を記載しています。 

 温暖化の進行に伴うリスクにつきましては、今後、環

境教育や環境に関する普及啓発活動などにおいて、さら

なる周知に努めてまいります。 

２ 

SDGsの考え方にある「誰一人取り残さない」社会の実現というキーワードが、脱炭素

やカーボンニュートラル実現の基本ではないかと思います。SDGsの17ゴールと本プラ

ン案における脱炭素やカーボンニュートラルとの関係性を理解してもらうことで市民

への理解浸透効果も期待できるのではないかと思います。 

SDGs は、17 の目標とそれらに付随する 169 のターゲ

ットから構成されており、将来にわたって持続的な発展

ができるよう、環境・社会・経済の三つの側面を統合的

に解決する考え方が示しています。本プランと SDGs と

の関係性につきましては、本プランの付属資料として作

成する参考資料の中でお示しします。 

３ 

海に面しているいわき市としてブルーカーボンの視点での課題認識や将来の取り組

みについての検討を加えたらよいと思います。 

【その理由】 

→海洋が陸上より多くの二酸化炭素を吸収している。(2009年10月国連環境計画などが

公表した報告書)藻場の果たす役割は二酸化炭素吸収効果だけでなく、磯焼けの改善に

なり海洋資源の保護と繁殖にも有効であり、新しい養殖や畜養事業の可能性がある。 

→日本においては本格的に取り組んでいる事例が少ないが、ブルーカーボン生態系を保全

するだけでも気候変動対策として大きな価値があり、温室効果ガスインベントリへの登録な

どにつなげることができればカーボンクレジット(ブルークレジット)としてのビジネスモ

デルの構築や、その活動が新たな産業育成の起点になるポテンシャルを有している。 

 吸収源対策では、「市産材利用の促進」、「森林経営管理

者制度に基づく森林整備の実施」及び「地球温暖化防止

や生物多様性にも寄与する営農活動」などを通じて、資

源の循環利用や自然との共生を図りながら吸収源対策

を行っていくこととしています。 

 ブルーカーボンについては、現在、国により排出・吸収量の

算定・計上に向けた検討が進められており、今後、ブルーカー

ボン・オフセット制度などによる新たな産業の展開も考えられ

ることから、本市としても、本プランに「ブルーカーボンの検

討」を位置付け、今後の国の動向を踏まえながら検討します。 
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４ 

基本方針や取組の視点と担当部局、複数部局にまたがる活動などがわかるようにす

るとよいかと思います。 

 行政における脱炭素関連事業については、本プランの

付属資料として作成する参考資料の中で、産業部門や民

生家庭部門など部門ごとに取り組む施策・事業を「アク

ションリスト」として整理し、事業名・事業概要をはじ

め、担当部局や当初予算額をお示しします。 

５ 

脱炭素につながる省エネ機器、ごみの削減、水の使用量削減につながる機器や設備

の補助制度をひとまとめにした情報提供コーナーやその進捗状況がわかるコーナーが

あるといいと思います。 

 脱炭素に資する各種の支援制度につきましては、それ

ぞれの事業目的を勘案したうえで、各事業主体が広報誌

やホームページなどの媒体を活用し周知しているとこ

ろではありますが、今後も、国県等の支援制度や脱炭素

関連の動きなどの情報を把握し、市民や事業者の皆様に

も分かりやすい周知に努めます。 

６ 

８月３１日に福島市が「ノーモア メガソーラー宣言」をいたしました。これは業者

が進める大規模太陽光発電設備の設置について「景観の悪化」や「地域の安全安心」に

ついて、市民から心配の声が多く寄せられた結果、市民生活の安全安心を守り、ふるさ

との景観を宝として次世代に守り継いでいくため、災害が危惧され、誇りである景観

が損なわれるような山地への大規模太陽光発電施設設置を望まないとしたものです。

いわき市においてもカーボンニュートラル推進のための太陽光発電設備や風力発電設

備の拡大の推進と、自然や景観保護と災害発生原因の一つとなりえる法面崩落や豪雨

による泥水流出防止の両方の課題を見据えた新たな対応策や方針の意思表示が必要か

と思います。 

再生可能エネルギー発電施設の適正導入については、国

が定める再生可能エネルギー発電に係る「事業計画策定ガ

イドライン」において、関係法令等の遵守や土地開発、施

工、維持・管理、撤去・処分に関する遵守すべき事項などが

示されています。そのため、市としましては、関係法令や各

種ガイドラインに基づき、適切な事業運営が図られるべき

ものと考えており、それら遵守すべき事項等について周知

を図っているところです。 

また、温室効果ガス排出量の削減や地域レジリエンスの

強化に資する再生可能エネルギー等におきましては、市内

の適地適所で自然環境との共存に配慮しながら導入すると

ともに、生み出したエネルギーを「地産地消」していくこと

が重要であると考えます。 

このため、今後の再生可能エネルギーの導入に関しては、

住宅や事業所等への導入を推進し、エネルギーの自家消費

を進めていきたいと考えています。 
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７ 

カーボンフットプリントとは、ライフスタイルに関連する温室効果ガスを推計した数

値であり、温室効果ガスの排出量を目に見えやすくすることで実感を高められる効果

が期待できます。簡易的でも自分や組織の排出量を知ること(=見える化)するための方

法の啓発をご提案します。 

「今後の市民参加型の具体的活動案」 

●アウトプット型ワークショップの実施 

→いわき市・市民とのディスカッションを言葉や文字に表すことで、参加者がより高

い意識と知識を深めることが期待できます。 

→例として、楽しく学べるカードゲーム体験型の教育プログラムは、他の自治体事業

等において、脱炭素の機運醸成や環境政策プロモーション業務や委託業務の中に「カ

ードゲーム」の記載がある事例があります。 

●賞や認定制度の設置 

→活動へのきっかけやモチベーションの維持向上をねらいとして、カーボンニュート

ラルな行動やプロジェクトを実施した市民や団体に対して、認定制度や賞を授与する

制度を設けるます。 

「教育と啓発」 

●環境教育プログラム 

→学校やコミュニティセンターで、環境教育プログラムを提供します。子どもから大

人まで幅広い年齢層に向けて、持続可能な未来への理解を育む機会を提供します。 

●将来のマチを託す世代の子供たちに対し、小学校中学校における教育プログラムや

啓発活動を通じて、未来の中核年代への持続可能な生活や行動様式への移行の重要性

を伝えることで、現代の大人たちへの意識変化につながることを期待します。 

→学校の探求学習メニューとして、SDGs、カーボンニュートラル、脱炭素のテーマを

導入します。 

 本プランにおきましても、温室効果ガスの排出量削減

に向けた普及啓発として、ライフスタイルに起因する温

室効果ガスの排出量を見える化した資料をお示ししま

す。 

いただいた貴重なご提案につきましては、一部類似の

事業として実施しているものもありますが、今後、環境

教育や環境に関する普及啓発活動などの事業展開を検

討する際の参考とさせていただきます。 

 

 

 

 

 


